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（建設委員会）                                  都市整備部都市交通計画担当・土木部地域交通課 

要 望 事 項  要 望 後 の 経 過 今 後 の 見 通 し  

都営バス等交通網の整備、充実について 

(都市整備局)(交通局) 

都営バスは、日常の区民生活を支える地域公

共交通として、本区において重要な役割を果た

しており、とりわけ鉄道交通が不足している南

北の移動においては、その中心を担っている。  

このような交通環境の中、令和７年３月末の

ダイヤ改正では、区内を運行する都営バスの減

便、一部区間の休止等が実施され、区民の日常

生活に影響を及ぼしている。 

また、東京ＢＲＴは、臨海地域の交通需要増

に速やかに対応し、地域の発展を支える新しい

公共交通機関として位置付けられており、観光

需要等にも資する停留所の設置が期待されてい

る。 

こうした状況に加え、本区では、誰もが安全

かつ快適に移動できる都市交通の実現を目指

し、多様な交通需要に対応していくために、区

全域を対象とした移動手段に関するマスタープ

ランである「江東区地域公共交通計画」策定に

着手した。 

以上を踏まえ、次の点について要望する。 

 

(1) 都営バスの減便及び休止等については、区

民生活への影響が大きいため、地域需要に応

じた便数を確保するなど、地域公共交通とし

ての役割を担うこと。 

(2) 医療施設や駅などへのアクセス利便性の充

実を図るとともに、地域ニーズを踏まえたバ

ス停留所施設の整備・充実を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 令和７年３月末に引き続き、令和８年３月

末においても、乗務員不足のほか、走行環境

の変化等を踏まえ、減便及び休止等が行われ

た。 

   一方で、バス運転士の就業環境改善・人材

確保に向け、新たな取組が進められている。 

(2) 医療施設や駅などへの一部路線において減

便及び休止等が行われた。また、バス停留所

施設においては、一定の歩道幅員の確保、電

源供給の確保など課題があるものの順次整備

を進めている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1)  引き続き、地域の需要に応じた便数の確保

を求めていく。 

 

 

 

 

(2)  引き続き、積極的に区内バス停留所施設の

充実が図られるよう求めていく。 
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（建設委員会）                                  都市整備部都市交通計画担当・土木部地域交通課 

要 望 事 項  要 望 後 の 経 過 今 後 の 見 通 し 

(3) インバウンド需要等によりひっ迫する都０

５－２系統の混雑緩和策を講じるとともに、

東京ＢＲＴについては、新豊洲駅前への停留

所設置を行うなど、交通の利便性向上を図る

こと。 

(4) 本区における多様な移動手段の充実に向け

て、区とも連携した取組を推進すること。 

(3) 都０５－２系統の混雑緩和策として、東京

ＢＲＴにおける新豊洲駅前への停留所設置に

ついて、令和６年度以降、江東区、東京都及

び交通管理者の３者による現地実査をするな

ど、東京都と協議を進めている。 

(4) 本区における多様な移動手段の充実に向

け、都心部・臨海地域地下鉄について、令和

６年２月に、東京都、独立行政法人鉄道建

設・運輸施設整備支援機構（整備に関するこ

と）、東京臨海高速鉄道株式会社（営業に関

すること）の３者で事業計画の検討を行うこ

とに合意したことが公表されている。 

また、令和６年３月に「江東区臨海部都

市交通ビジョン」を策定したほか、区全域を

対象とした移動手段のマスタープランである

「江東区地域公共交通計画」の策定（令和９

年３月予定）に向け着手した。 

(3) 臨海部へのインバウンド需要の増加に対応

した、都０５－２系統の混雑緩和を求めると

ともに、新豊洲駅前の停留所設置について、

引き続き、東京都や交通管理者等と協議を進

める。 

(4) 区内の多様な移動手段の充実に向け、都心

部・臨海地域地下鉄について、東京都と情報

共有や連携を図りながら検討を進めるととも

に、鉄道以外の移動手段についても充実が図

られるよう取り組んでいく。 

  また、臨海部を含めた区全域の移動利便性

向上を目指し、江東区地域公共交通計画の２

か年での策定に向け、東京都と情報共有や連

携を図っていく。 
 
 

  


